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小 問⑵　薬局開設距離制限事件大法廷判決（最大判昭和 50 年４月 30 日

















小 問⑶　小売市場開設距離制限事件大法廷判決（最大判昭和 47 年 11 月

















（１） 　本稿は，平成 29 年７月８日に実施された広島大学法科大学院が開講した「公法実務
基礎」の公開講義の内容に修正を加えたうえで執筆したものである。




































（３） 　警察予備隊違憲訴訟大法廷判決（最大判昭和 27 年 10 月８日民集６巻９号 783 頁）は，
事件性の要件を満たしていないことを理由に，不適法として却下した。
（４） 　司法判断適合性が否定された事例として，苫米地事件大法廷判決（最大判昭和 35 年
６月８日民集 14 巻７号 1206 頁），地方議会議員懲罰事件大法廷判決（最大判昭和 35
年 10 月 19 日民集 14 巻 12 号 2633 頁），警察法改正無効事件大法廷判決（最大判昭和
37 年３月７日民集 16 巻３号 445 頁），富山大学単位不認定事件判決（最３小判昭和 52
年３月 15 日民集 31 巻２号 280 頁），「板まんだら」事件判決（最３小判昭和 56 年４月
７日民集 35 巻３号 443 頁），日蓮正宗事件判決（最３小判平成５年９月７日民集 47 巻
７号 4667 頁）などがある。なお，司法判断適合性は否定されなかったものの，審理範
囲が限定されたものとして，砂川事件大法廷判決（最大判昭和 34 年 12 月 16 日刑集 13
巻 13 号 3225 頁），共産党袴田事件判決（最３小判昭和 63 年 12 月 20 日判時 1307 号
113 頁）などがある。
（５） 　かつて，最大判昭和 35 年 10 月 19 日刑集 14 巻 12 号 1574 頁は，第三者所有物件を
没収することは憲法 31 条違反であると被告人が主張することは許されないと判断した
が，最大判昭和 37 年 11 月 28 日刑集 16 巻 11 号 1593 頁が被告人に主張適格を認める
判例変更をした。なお，法律上の争訟ではない民衆訴訟に関するものではあるが，比
例代表選挙の無効を求める訴訟において小選挙区選挙の仕組みの憲法適合性を問題と
することはできないとした最大判平成 11 年 11 月 10 日民集 53 巻８号 1577 頁，公職選
挙法 204 条の選挙無効訴訟において選挙人らが他者の選挙権の制限に係る当該規定の
違憲を主張し得るものとはいえないとした最大判平成 26 年７月９日集民 247 号 39 頁
などもある。
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実（material fact）」を問うこととした。
　裁判所の立場からすると，判例違反の判決は上告理由となるため（民事訴










とえば，夫婦同氏制事件大法廷判決（最大判平成27年 12月 16日民集 69巻８号 2586頁）
は，憲法 13 条違反については婚姻の際に氏の変更を強制されない自由は憲法上の権利
として保障されないこと，憲法 14 条違反については法的な差別的取扱いではないこと
から，それぞれにつき憲法条項との抵触を否定した後，直ちに，民法 750 条が憲法 13
条及び 14 条に違反するものではないとの結論を導いているが，憲法 24 条違反の審査
の中で，客観原則としての憲法 13 条ないし憲法 14 条の趣旨を考慮事項としている。







（８） 　田中英夫編『BASIC英米法辞典』（東京大学出版会，1993 年）59 頁。
（９） 　中野次雄編『判例とその読み方〔三訂版〕』（有斐閣，2009 年）68 頁［中野次雄執筆
部分］。
























（11） 　たとえば，最大判昭和 28 年 11 月 11 日刑集７巻 11 号 2758 頁は，「如何なる条項が，
如何なる理由によつて，憲法の如何なる条項に違反するか」につき具体的に特定して
いない主張は，違憲の主張として適法なものとは認められないと判断している。また，
最２小決昭和 32 年４月 15 日集刑 118 号 863 頁は，憲法 97 条違反の主張をしたとして
も，「単に基本的人権を侵害するというだけで具体的に如何なる基本的人権が侵害せら
れるかを指摘していないのであるから，適法な上告理由とならない」と判断している。
























条１項については，「よど号」新聞記事抹消事件大法廷判決（最大判昭和 58 年６月 22
日民集 37 巻５号 793 頁）や成田新法事件大法廷判決（最大判平成４年７月１日民集 46
巻５号 437 頁）が上位の判断枠組みに関する先例となっているが，わいせつ表現につ




























昭和 34 年７月８日刑集 13 巻７号 1132 頁）や司法書士法事件判決（最３小判
平成 12 年２月８日刑集 54 巻２号１頁）が，○Ｃ消極目的規制であるにもかか











































































にあるという隠れた目的を主張している（民集 29 巻４号 589 ～ 590 頁）。裁判所は，
立法過程に現れていない立法の動機を認定することは法解釈の域を出ており，立法権
を侵害するおそれがあるとの立場もある（戸松秀典『憲法訴訟〔第２版〕』（有斐閣，
2008 年）223 ～ 224 頁参照）が，あえて「政府が主張する目的」を前提に目的手段審
査をすることで，政府の主張に矛盾がないかを審査することで，違憲な目的を炙り出
す手法（長谷部恭男『比較不能な価値の迷路－リベラル・デモクラシーの憲法理論』（東
京大学出版会，2000 年）99 ～ 112 頁，阪口正二郎「憲法上の権利と利益衡量－「シー




























（18） 　小山・前掲註 16）77 頁参照。
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る）」にすぎないという極めて緩やかな「明白の原則」を適用した小売市場事

















小判平成 17 年４月 26 日判タ 1182 号 152 頁）も，小売市場開設距離制限事件
大法廷を引用していた。
　しかし，保険医療機関指定拒否処分事件判決（最１小判平成 17 年９月８日
判時 1200 号 132 頁）や京都府風俗案内所条例事件判決（最１小判平成 28 年





























（22） 　宍戸・前掲注（10）324 ～ 325 頁参照。

























巻４号 594 ～ 594 頁）に次いで，「二　営業の自由に対する制限の合憲性判断の基準」
として明白の原則の適用を主張したうえで（同 595 ～ 597 頁），「三　薬局等の配置規
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【解題】
Ⅰ　問題の所在：匿名加工情報制度と行政手続法・行政事件訴訟法
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　２　匿名加工情報の作成基準・作成方法






















加工情報編）」（平成 28 年 11 月，平成 29 年３月一部改正。以下「匿名加工情報編」と
いう。）2-1，事務局レポート 3.2.1｡



























（６） 　日置巴美＝板倉陽一郎『個人情報保護法のしくみ』（商事法務，2017 年）117 頁。
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に該当している疑いがある。
　　 　そうすると，Ｘ社は適正加工義務（法 36 条１項）違反とされるおそれ
がある。また，匿名加工情報は加工後に情報が非個人情報化されている
ことを前提として，利用目的の特定義務（法 15 条），目的外利用の禁止
義務（法 16 条）及び第三者提供禁止義務（法 23 条）の規制はかからず，
本人同意を不要とする仕組みをとっている（10）。よって，匿名加工措置が
失敗したにも拘わらず当該情報を第三者提供した場合，利用目的の特定












































編）」（平成 28 年 11 月，平成 29 年３月一部改正。以下「通則編」という。）8-3 ～ 8-6。
（13） 　通則編 8-6⑶。
（14） 　岡村久道『個人情報保護法〔第３版〕』（商事法務，2017 年）79 頁。

























（18） 　園部逸夫編『個人情報保護法の解説（改訂版）』（ぎょうせい，2005 年）202 頁。
















































































　 　勧告（法 42 条１項）を受けた場合，Ｘ社は勧告に従わなければ命令（同
２項）を受けてしまう地位に立たされる（25）。この命令に違反した場合には「６
（24） 　橋本博之『解説　改正行政事件訴訟法』（弘文堂，2004 年）86 頁。
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（25） 　勧告に従わない場合に氏名，名称等を公表することは行政手続法 32 条２項の「不利
益な取扱い」になり違法と解する余地もあるが，法８条に基づく措置として氏名・名
称が公表される可能性もあり（宇賀・前掲（10）255 頁），公表措置に対する事前・事
後の法務対応も検討する必要があるが，事例では明示的に公表措置を問題にしていな
いので，この点の検討は割愛する。
